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要旨
	富山大学経済学部では，2014 年度に，他学部の 2 名を加えた教員 6 名による経済学特殊講義「東日本大
震災に学ぶ」（岩手，宮城，福島からゲスト講師も招聘）を他学部生も受講可能な専門科目として開設し
た。被災地の災害や復興の現状，今後の計画について主体的，積極的に学ぶ要素を加え，東日本大震災に
ついて多角的な観点から考察，分析することを通じて，国民としての連帯感を高め，将来の日本社会と自
分たちのありようについて主体的に考えることを目標とした。本報告では，この授業実践内容を報告し，
その効果及び課題を考察する。
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Ⅰ．はじめに
　富山大学経済学部では「東日本大震災に学ぶ」とい
うテーマで，震災直後の 2011・12 年度に，現地の講
師による講演会や，被災地の学生も加えた討論型イベ
ント「アカデミックサロン」などを開催した。しかし，
時間が経つにつれ，教訓として活かすべき大震災の記
憶は風化しつつある。そこで，2014 年度には他学部
の 2 名を加えた教員 6 名による経済学特殊講義「東日
本大震災に学ぶ」（岩手，宮城，福島からゲスト講師
も招聘）を他学部生も受講可能な専門科目として開設
した。被災地の災害や復興の現状，今後の計画につい
て主体的，積極的に学ぶ要素を加え，東日本大震災に
ついて多角的な観点から考察，分析することを通じて，
国民としての連帯感を高め，将来の日本社会と自分た
ちのありようについて主体的に考えることを目標とし
た。本報告では，この授業実践内容を報告し，その効
果，課題を考察する。
Ⅱ．これまでの取組み
　われわれは，震災直後の 2011 年の前学期に，「東日
本大震災を学ぶ 12 の切り口」というテーマを授業に
取り入れ，授業実践を行った。1）その年の後学期には，
「東日本大震災に学ぶ」と題した連続講演会を（3 回，
計 6人）を企画した。2）翌2012年度後学期には，福島大
学から教員と学生を招へいし，講演会,	学生の合同ゼミ，
アカデミックサロン（討議型イベント）を実施した。3）
　また，授業においては，2013 年度に，新里はマクロ
経済学Ⅱにおいて，震災の経済分析を講義し，前年お
よび前年に行った講演会の録画ビデオの視聴を授業の
中で2回行った。橋本は，2011年度には様々な社会問題
を扱う担当科目のシラバスを急遽変更して，全ての回を
東日本大震災に関係づけた多人数討議型授業を行った
が，2012 年度以降はその延長として，その科目のテー
マ群の中に東日本大震災関連を数回組み入れてきた。
　このような活動の延長として，2014 年度後期に，
経済学部教員 4 名の他に，大学教育支援センター（当
時の所属機関名称）の橋本と人間発達科学部志賀文哉
准教授の 2 名を加えた教員 6 名による経済学特殊講義
「東日本大震災に学ぶ」（岩手，宮城，福島からゲスト
講師を招聘）を他学部生も受講可能な専門科目として
開設した。
　なお，この授業に新たに加わった人間発達科学部志
賀文哉准教授は，東日本大震災の直後に行った宮城県
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石巻市での炊き出し支援をはじめ，南三陸町の応急仮
設住宅での住民との交流及び生活調査など様々な形で
被災現地との直接の継続的な関わりを展開してきた。
また，新里以外の経済学部の 3 名の教員は，われわれ
の取組に共鳴・賛同して加わったものである。複数の
学部等が連携して開設する専門科目はそれ自体が本学
としては画期的な試みであるし，それを他学部学生も
受講可能としたことも特筆すべき事柄である。
Ⅲ．「東日本大震災に学ぶ」のシラバス
　この科目のシラバスの要点は次の通りである。
（1）担当教員，対象学年，単位数
　担当教員（所属）：新里泰孝（経済学部），小柳津英
知（経済学部），龍世祥（経済学部），大坂洋（経済学
部），橋本勝（大学教育支援センター），志賀文哉（人
間発達科学部），授業科目区分：専門教育科目，昼間
主開講科目，	授業種別：	講義科目	対象学生：2，3，4
年，単位数：2 単位，開講学期：後期・火曜 4 限
（2）達成目標
　東日本大震災について，多様な角度から考えられる
ようになり，その学習経験を通じて，社会事象の多面
的考察の重要性を認識できるようになる。また，様々
な討議型授業によって発言力・傾聴力・論理的思考力
を高めるとともに，確かな主張を書く力も身につける。
Ⅳ．授業概要
　授業実施の概要を述べる。履修登録者は合計 77 名
であった。履修登録なしの出席者が 1 名。毎回の出席
は取らないが毎回行われるシャトルカード（リアク
ションペーパー）の返却数を出席者数とみなすと，ゲ
スト講師の授業日について 10 月 21 日（麦倉）49 名，
11 月 4 日（鈴木）41 名，12 月 9 日（後藤）46 人。1
月 27 日（最終回）に返却したカード数は 58 名である。
58 名は一度でも出席（提出）した人の数である。
　各回の授業内容は以下の通りである。
　第1回（10月7日）前半（新里）：オリエンテーショ
ン（授業の進め方，担当者の紹介と質疑）。	後半（橋
本）：プロローグ（主体的な学びの導入）。討議型授業
で重要となる「場づくり」のため，比較的軽い話題を
使って導入的グループ討議を行った。（受講生の大半
は橋本の討議型授業科目は受講していない。）
　第 2 回（10 月 14 日）橋本 : 震災と報道・風評。東日
本震災後に人々がどのメディア情報に対し，より高い
信頼を置いたかという世論調査結果を主材料に現代日
本におけるメディアの特徴を知り，メディアリテラ
シーの重要性を実感した。
　第3回（10月21日）岩手より現地からの報告:	麦倉
哲氏（岩手大学教育学部教授）「防災は，経済・社会
保障対策と関係する」。大槌町避難所調査，大槌町住
宅調査，山田町大沢地区仮設受託調査，大槌町吉里吉
里地区自主防災計画策定関連の調査およびコミュニ
ティ再建支援，仮設住宅傾聴訪問活動，生きた証を残
す聞き取り調査，防災まちづくり教材を紹介した。自
助，共助，公助の 3 つの次元の防災対策のあり方，地
域自主防災計画の必要性を説いた。
　第 4 回（10 月 28 日）橋本：震災と報道・風評「風
評の本当の怖さはどこにあるか」。風評かどうかで話
題になったマンガ『美味しんぼ』の描写場面を使い，
風評に関する討議を通じて，受講生のそれぞれが風評
問題に関する自分なりの意見を確立する作業を行った。
　第 5 回（11 月 4 日）宮城より現地からの報告：鈴木
清美氏（宮城大学南三陸復興ステーション統括リー
ダー）「宮城県南三陸町の今―4 年目を迎えて」。東北
地方沿岸部の主な津波被害を 869 年の貞観三陸地震か
ら振り返った。南三陸町の被災状況について写真を
使って紹介した。南三陸町の人口は平成 23 年 2 月末
17,666 人	5,362 世帯であったが，そのうち震災により
死者 620 人，行方不明 216 人という犠牲が出たこと，
全半壊家屋は 3,321 戸に及んだことなどのデータ紹介
で改めて震災の被害の大きさが実感できたが，聞き取
り調査を通じて震災時に困ったこと，避難生活・避難
所・仮設住宅で困ったことなどの具体的解説があり，
データには表れない被害の深刻さも感じることとなっ
た。平成 26 年 8 月末の人口は 14,316 人にまで減少し
たが 3 年半後の現状も語った。就業率：男 90% 女 75%，
働く場：事業所 853 → 251（7 割減），従業員 5,591	
→ 2,571（5 割減）という現実は復興の困難さを改めて
浮き彫りにした。南三陸町では「ユニバーサルデザイ
ンのまちづくり」を目指していることも紹介した。
　第 6 回（11 月 11 日）志賀：震災と福祉　復興のた
めの福祉的アプローチ①　応急仮設住宅での「孤立
死」をテーマに，現在の被災者が直面する課題につい
て講義・演習を行った。なお，第 7 回への連続参加を
前提に課題検討するグループを固定した。
　第 7 回（11 月 18 日）志賀：震災と福祉　復興のた
めの福祉的アプローチ②　震災からの復興のあり方に
ついて，「早急な復興（スピード）」か「被災地の将来
をじっくり考える（熟議）」かを検討した。また自ら
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の主体的なかかわり方（当事者性）について考えた。
　第 8 回（12 月 2 日）小柳津 :	震災と地域経済　震災
が国全体の経済活動にどの程度マイナスの影響があっ
たかについて，株価，為替レート，製造業の生産指数
などの推移から概観する。その上で，被災県への影響
を県民経済計算の支出項目（民間設備投資，家計最終
消費支出，公共投資など）の推移から特徴を把握し，
経済活動の復興には何が必要かを考えた。
　第 9 回（12 月 9 日）福島より現地からの報告：後藤
康夫氏（福島大学経済経営学類教授）「福島より現地
からの報告―3 年目後のフクシマと市民事業の展開
―」。3.11 が問いかけるもの。1．人類と核は共存でき
るのか。2．県内全 59 市町村廃炉決議。NPO をはじ
めとする市民事業の展開　グローバル市民社会へ。
　第 10 回（12 月 16 日）龍：震災と環境①　循環社会
の視点から地域と生活者の在り方と震災・原発事故か
ら見た地域生活基盤と地域生活者価値を解釈した。そ
うした基礎的理解を踏まえて，ちょうど「今年の漢
字」が話題になる時期だったので，討議により被害地
域生活者の世相を表す 2014 年の漢字を考えた。
　第 11 回（1 月 6 日）龍：震災と環境②　前回の授業
に基づいて被害地域の生活補償問題と生態補償問題を
理解し，生活者の立場から被害評価，復興事業と主体
活動などの面における 2015 年の課題を考えた。
　第 12 回（1 月 20 日）大坂：震災と経済政策　震災
復興に関する財政政策議論では，財政問題を個人の貯
蓄の問題と安易に同一視する傾向がある。これに抗し
て，実物面から財政と雇用，資源配分の関わりを考え
ることを促した。
　第 13 回（1 月 27 日）大坂：震災と経済政策　前回
での学生の反応にコメントしつつ，引き続き財政問題
を実物面から考えてもらった。また，被災地が抱える
人口減少と高齢化の観点から震災後の地域の再設計を
学生一人ひとりに考えてもらった。
　第 14 回（2 月 3 日）新里：まとめ（担当者全員と学
生の総合討論）。テーマ別担当者がまとめを各々述べ，
それに対して質疑応答を行った。レポート課題に関連
する質問，この授業全般の感想などの発言があった。
　授業に関連したイベントを以下のように実施し，学
生の主体的学びの題材とした。
（1）ビデオ視聴会「東日本大震災　復興まちづくりの
現在　2013 年秋：全 8 巻」（佐藤滋監修，丸善出版制
作・著作）11 月 19 日・20 日，12 月 3 日・4 日，12 月
10 日・11 日，12 月 17 日・18 日実施。
（2）新田一郎氏（元総務省復興庁，現富山県経営管理
部長）特別講演会（2015 年 1 月 13 日）「福島復興に向
けて」（「地域経済論」公開授業）「東日本大震災に学
ぶ―福島の復興はなぜ長期化しているのか―」
Ⅴ．考察
　成績評価の配点は，講義（5 つのテーマ）に 80 点，
期末レポートが 20 点とした。期末試験レポートと成績
評価，学生授業評価を紹介し，成果・課題を考察する。
（1）期末試験レポート
　期末試験は，レポート提出によって行った。レポー
ト課題と提出方法を 1 月初めの授業で説明した。講義
で行った 5 つのテーマについて，参考・引用文献を示
して，自分の意見を述べることが課題である。分量は
A4 判 1 枚。印刷部および電子媒体を提出する。各
テーマに対する提出件数は，1 報道・風評＝ 25 名，2
福祉＝ 8 名，3 地域経済＝ 6 名，4 環境＝ 5 名，5 経済
政策＝ 4 名。	テーマ 1 に提出が集中した。各教員が 3
つのテーマを採点し，平均点をその学生の評点とした。
　レポート答案の問題点として，1）レポートの書き
方が出来ていない。2）文献としては，インターネッ
ト記事が多く図書資料は少ない。3）剽窃問題が生じ
た，等が特筆できる。
（2）成績評価
　5 つのテーマについての担当教員は，各自の課題と
シャトルカードを評価した。各教員が 20 満点で評価し，
その合計 100 点を 4/5 倍することで，80 点満点になる。
期末レポート 20 点，テーマ評価合計で 100 満点となる。
　レポート提出者 48 名が評価対象者である。最終成
績の結果は，優（100 点から 80 点）が評価や対象者の
38%，良（79 点から 70 点）が 27%，可（69 点から 60
点）が 27%，不可が 8% であった。不可には，剽窃者，
電子媒体未提出者が含まれる。
（3）学生による授業評価
　富山大学では，すべての科目で学生による授業評価
を実施している。その評価を経済学部の平均値と比較
すると，16 項目中，学部スコアより高い評価（A）の
ものが 3 項目，低い評価（B）ものが 5 項目，ほぼ同
じが 8 項目であった。A の項目と B の項目を紹介する。
A：
・教員の言葉は聞き取りやすい
・説明がわかりやすい
・難易度はあっていた
B：
・シラバスを事前に読んだ
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・理解できた
・この分野の興味が増した。
・質問の機会（オフィスアワー等）
・板書・プロジェクター・プリント等の説明補助手段
は役に立った。
（4）授業方法とシャトルカード
　この授業の特徴は，学生の参加を促す工夫をそれぞ
れの教員がいくつか取り入れたことにある。いわゆる
アクティブラーニング促進のため，可能なら学生同士
の話し合いの時間を一定程度設けたり，何らかの作業
を組み入れたりする等の工夫を盛り込むことを事前に
教員間で申し合わせたわけである。結果的には以下の
ようになった。
橋本：グループ討議＋発表
志賀：ワークショップ・共同作業。
小柳津・龍：講義＋作業（小柳津，龍）
大坂：講義＋質疑
　また，共通の授業ツールとして，シャトルカードを
利用した。授業終了前約 5 分を使って，リアクション
ツールであるシャトルカードに学生が疑問，感想など
を自由に記入し，次回までに教員がコメントを返すこ
ととした。学生の反応・理解度・関心が分かるが，人
数が多いと煩雑な面があり，教員の返信回答作成時
間・作成能力に差があるため，自発的に取り組んだ教
員以外の分は作業に慣れている橋本が担当した。但し，
その分を含め，コメント後のコピーを担当教員全体に
配り，共有した。学生は必ずしも毎回出席とは限らな
いので，出席状況を知る意味もある。教員毎の成績評
価の資料にしたが，扱いは各教員に委ねた。
（5）達成目標に対する評価
　この授業の 3 つの達成目標について考察すると，以
下のようにまとめられる。
1）社会事象の多面的考察の重要性を認識できる。
　授業では多くの視点を取り上げたが，レポートから
の判断では，多くの学生は，1 つの問題を指摘するに
とどまり，多面的な考察までは至っていない。
2）発言力・傾聴力・論理的思考力を高める。
　授業時間中の発言は特定の人に偏りがちであった。
しかし，グループ内の討論では積極的な発言が見られ
る。教員側・学生側の双方に不慣れさがあるため，そ
の積極性を必ずしも活かし切れていない。
3）確かな主張を書く力も身につける。
　かなり個人差があり，レポートの書き方を丁寧に指
導し直すことも必要であろう。
Ⅵ．結び―2015年度の取組みと課題―
　富山大学の放射線研究グループは，震災後毎年，
「安心・安全のための放射線研究と情報発信」のシン
ポジウムなどの活動を行っている。2015 年度は，放
射線研究グループと，我々の復興研究グループが一体
となり，学長裁量経費事業「全学一体で取り組む安
心・安全のための放射線研究と復興研究，そして大学
からの情報発信」（代表：富山大学大学院医薬研究部
近藤隆教授）を行うことになった。この事業では文理
融合のシンポジウム・講演会等を市民にも公開する形
で実施した。2015 年 10 月 17 日市民公開シンポジウム
「放射線と人との係わり合い―未来に繋ぐ放射線影響
研究とその展望―」，11 月 7 日市民公開シンポジウム
2「震災から 4 年半－私たちにできることは何か」，12
月 17 日「新聞投稿に挑戦』拡大授業　映画と講演と
討議を通じて考える震災復興」，2016 年 1 月 21 日「大
島堅一講演会　私たちと原発のコスト」等である。ま
た，橋本を中心とする学生参画型 FD の一環として，
それらのいくつかに付随して学生が企画・運営するア
フターシンポ企画も 2 回実施し，こちらにも市民の参
加があった。
　今後，2016 年度には，放射線研究の教員と震災研
究の教員グループが 1 つになり，教養科目に総合科目
として「富山から考える震災・復興学　放射線・震災
研究」（後学期 2 単位）を新設するになった。
　東日本大震災自体の意識風化はある程度避けられな
いとしても，地震国日本に住み続ける以上，震災を自
分の問題として考え続けることは全ての学生にとって
重要課題であり，他大学の震災関連教育の取り組みも
参考にしつつ，われわれは，富山大学として何ができ
るかを更に追究していきたい。
註
1）	 橋本・新里［1］を参照せよ。
2）	 新里・大坂他［2］を参照せよ。
3）	 新里・橋本［3］を参照せよ。
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